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高島市マスコットキャラクター
「たかP【お正月Ver】」

高島市における
個別避難計画作成の取組について

防災と保健・福祉の連携による

高島市の概要
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5町1村※の合併により平成17年１月1日誕生

(※マキノ町・今津町・朽木村・安曇川町・高島町・新旭町)

位置︓琵琶湖北⻄部

気候︓日本海側気候

⾯積︓693㎢(約72%が森林)

⼈⼝︓約47,000⼈(高齢化率約36%)

令和３年度予算︓約293億円(⼀般会計)

高島屋創業家ゆかりの地、日本陽明学の始祖 中江藤樹生誕の地

ビワイチ×メタセコイア並木

鮒ずし

琵琶湖×白髭神社
地酒×五蔵高島トレイル

重要文化的景観



そもそも・・・

▲災害対策基本法が改正され、市区町村に避難⾏動要⽀援者の個別避難
計画の作成が市町の努⼒義務となったから︖
▲居宅介護⽀援事業所や相談⽀援事業所を含む、すべての介護サービス事
業所等に、事業所BCPの策定等が、３年間の経過措置を設けたうえで義務
化されたから︖

◎災害時に誰一人取り残さない防災を実現するため
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どうして、個別避難計画作成のための
取組をおこなうの︖

それもあるけど

その先にあるもの

「あのとき助けに⾏っていれば・・・」
をなくしたい︕

この取組を⾏うことにより、当事者・地域・関係者をつなぎ
地域のあらゆる課題の解決策の糸⼝を⾒出すことにつながり

地域共生社会の実現、地域活性化につなげる

高島市におけるこの取組の進め方について
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高島市では以前から、障がい分野における個別避難計画の作成に取り組
んできましたが、滋賀モデルと連携し、取組を拡充し高齢者や要介護の方々
の計画作成についても取り組んでいます。
今年度は、モデル的に事業を実施するため、計画の作成方法や実際の避

難⾏動の実効性に重点を置き、取り組んでいます。

令和３年７月１５日（木） 京都新聞朝刊



個別避難計画を作ることによって・・・
◎事前に避難⾏動要⽀援者の災害への対応(備え)ができる
◎区・⾃治会、医療・保健・福祉関係者の安否確認がスムーズに⾏える
◎当事者はもちろん、区・⾃治会、医療・保健・福祉関係者も安⼼・安全につながる
◎当事者や地域の危機管理能⼒の向上につながる
◎何よりも人命(当時者・支援者)が助かる可能性を高めることにつながります︕
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計画を完成させることも大事ですが、
計画を作成する過程も
大事だと考えています︕

◎災害時に誰一人取り残さない防災の実現を目指します︕
そして結果的に

個別避難計画の作成対象となる人は・・・
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住⺠全体

優先して個別避難計画を作成する者
（下記の３つのポイントのすべてに概ね当てはまる方）

・地域におけるハザード（浸水・土砂災害）の状況
・避難⾏動要⽀援者本⼈の⼼⾝の状況等
・居住実態・社会的孤⽴

避難⾏動要⽀援者名簿掲載者
・⾝体障がい者（1.2級）
・療育⼿帳Aを所持する知的障がい者
・精神障がい者（1.2級）
・要介護・要⽀援認定者
・75歳以上の単⾝世帯者

⼀般的な要配慮者
Ex.障がい者、高齢者、妊産婦、乳幼児等

高島市では避難⾏動要⽀援者名簿掲載者のうち、
【地域におけるハザード（浸水・土砂災害）の状況】
【避難⾏動要⽀援者本⼈の⼼⾝の状況、情報取得や判断への⽀援が必要な程度】
【独居等の住居実態、社会的孤⽴の状況】のすべてに概ね当てはまる方の計画作成を進めます



個別避難計画はだれが作るの︖︖︖
避難⾏動要⽀援者に普段から関わっておられるケアマネジャーさんや
相談⽀援専門員等の福祉専門職の方々の協⼒を得て作成します。
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防災 保健・福祉×

連携による個別避難計画作成

市、保健・福祉専門職、地域（区・⾃治会、⺠生委員等）
そしてあらゆる関係者が連携し個別避難計画づくりを進めます

防災と保健・福祉の連携による高島市個別避難計画作成推進協議会

実務者レベルでの２つのワーキンググループを設置し取組を推進
障がい者・医療的ケア児・者WG 高齢者WG
相談⽀援専門員等を中⼼とする個別避難計画の
作成のための検討を⾏うために設置

介護⽀援専門員等を中⼼とする個別避難計画の
作成のための検討を⾏うために設置

市では今年度、個別避難計画の作成を推進するため、協議会を設置
し、取組内容の協議や検討を⾏っています。



両WG会議では、これまでの取組経過や福祉専門職研修
の内容等を踏まえ、今後の取組について議論してきました

この取組の肝
→避難⾏動要支援者について、地域のハザード・⼼⾝の状況・社会的孤
⽴の状況を踏まえ、個別避難計画作成の優先順位を決定し、実効性の
ある個別避難計画の作成を推進し、誰一人取り残さない防災の実現を
目指す

9

そのために必要なこと必要なこと
・優先順位の考え方と個別避難計画に盛り込む内容の検討
①優先順位チェックシートの作成（更新）
②個別避難計画の様式の検討（４+１のシート作成）

これまでのWG会議については、上記の２点について重点的に検討してきました

①優先順位チェックシート
• ハザード・⼼⾝の状況・社会的孤⽴の状況等から、個別避難計画を作成する優先順位を
把握・整備するためのシート
→国作成の「避難⾏動要⽀援者の避難⾏動⽀援に関する取組指針（令和３年５月改正）」についても、この点について重要と記載

• 今まで、障がい分野で使用してきたシートを基に高齢者シートの作成を進めるとともに、障
がい分野のチェックシートについても内容の更新を検討する

◎今回の作成（更新）のポイント
①ハザード・⼼⾝の状況・社会的孤⽴等を重要視し、避難に⽀援を要する方々の計画を
優先して作成できるよう、項目の追加や点数の加算について検討を⾏った

（ex.⾃宅の浸水想定や土砂災害の点数の⾒直し、耐震化の項目追加、独居や
⾃⼒での移動が困難な場合は点数×２等）

②障がい者・医療的ケア児（者）と高齢者のチェックシートの項目について、分野ご
との特有の項目（ex.介護度や障がい認定区分等）以外は共通項目とし、両分
野の連結を図った
→障がいや高齢といった区分ではなく、「⽀援の必要性」を点数化し、明確にするため

③計画作成が必要な方が明確になるよう、点数に差が出やすいように工夫
④だれがチェックシートを作成しても同じ結果になるよう、注釈をより詳細に記載 10



11

高齢者用
個別避難計画作成のための優先順位チェックシート

【高齢者用】

氏 名 ： 年 齢： 歳 住 所 ：高島市 作成者 ： 作成日： 年 月 日

状態概要：

調査項目
点 数

点 数
0 1 2 3 4 5 6

➀
リ
ス
ク

1-1 自宅の浸水想定（※１） 入っていない
黄

0.1～0.5ｍ
×２

緑
0.5～1.0ｍ
×２

水色
1.0～2.0ｍ
×２

青・ピンク
2.0～5.0ｍ以

上
×２

1-2 土砂災害警戒区域（※２） 入っていない
入っている
×２

1-3 家屋の倒壊危険度（※３）
S56年5月31
日以後着工・
完成

S56年5月31
日以前着工・
完成

➁
本
人
の
状
態

2-1
自力での移動（用具込み）

（※４）
できる

できない
×２

2-2
意思伝達（助けを呼べる）（※

５）
できる できない

2-3 意思疎通 できる できない

2-4 特別な医療（※６） なし あり

2-5

（2-4のうち）
電源使用が必要な医療機器
（人工呼吸器・酸素療法・吸引

機等）

なし あり

2-6 介護度 自立 要支援１・２ 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

2-7
認知症高齢者日常生活自立

度
自立 Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲ以上

2-8 精神症状による混乱の有無 なし 可能性がある あり

2-9 危険度察知（※７） できる できない

➂
環
境

3-1 世帯状況 同居
独居
×３

3-2 世帯状況（時間帯）（※８）
終日家族と同

居
日中独居
×２

終日独居
×２

3-3
家族
介護力
（家族がい
ない場合
は記入不
要）

家族の判断力 あり なし

3-4
家族の介護度およ
び障がい認定

認定なし 認定あり

3-5 家族の自力移動 できる できない

3-6
家族の介助で移動

（※９）
できる できない

3-7

家族以外の支援の可否
（地域・区・自治会・親族・近

隣）
（※10)

あり なし

3-8 サービス利用状況（※11） 月半分以上 半分以下
利用していな

い

合計

/115

リ
ス
ク

※
原子力災害時のUPZ圏内

（※12）

※１ 高島市総合防災マップ（風水害編）上で対象者の自宅の浸水深を確認。

※２
高島市総合防災マップ（風水害編）上で、土砂災害危険個所（急傾斜危険箇所・地すべり危険
箇所・土石流危険渓流）、
土砂災害（特別）警戒区域（急傾斜地（特別）警戒区域、土石流（特別）警戒区域）に対象者の
自宅が入っているかどうかで判断。

これらの箇所が２つ以上重なって対象者の自宅に入っていても、12点を上限とする。

※３
昭和５６年５月３１日以前に着工され、完成している建物であれば「５」とする。ただし、耐震工事
を実施済みの場合は「０」とする。

※４
区・自治会が設置する避難所（一次避難所）まで、自力で移動できるかで判断する ※能力面・
機能面を総合的に判断

※５ 周りの人に助けを呼ぶ手段を知っているか。助けを呼べるかどうかで判断する。

※６
点滴の管理、中心静脈栄養、透析、・ストーマ・カテーテル管理、気管切開の処置、疼痛管理、
経管栄養、褥瘡処置、人工呼吸器・酸素療法・吸引機等を使用、その他

※７ 視覚、聴覚、知的能力を含めて察知できるかできないかで判断する。

※８ 終日独居とは、対象者のみの世帯。

日中独居とは、家族はいるが、1日の内対象者のみが家にいる時間帯が常に約半日以上ある
世帯。

終日同居とは、対象者が家にいる時間帯に概ね家族がいる世帯。

※９ 家族の介護力により判断する。対象者を介護して一緒に移動できるかどうかで判断する。

※10 単純にあるかなしかで判断をする。

※11 月の半分以上、通所・施設系のサービスを受けているかどうかで判断する。

※12 対象者の地区が、原子力災害発生時にUPZ圏内に入っているか確認する。

高島市総合防災マップP43～P44で区・自治会名を確認し、名があれば〇をする。

（点数は付さないが、原子力災害用の避難フローチャートの作成を追加するため）
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障がい者・医療的ケア児（者）
個別避難計画作成のための優先順位チェックシート

【障がい者・
医療的ケア
児（者）用】

氏 名 ： 年 齢： 歳 住 所 ：高島市 作成者 ： 作成日： 年 月 日

状態概要：

調査項目
点 数

点 数
0 1 2 3 4 5 6

➀
リ
ス
ク

1-1 自宅の浸水想定（※１）
入っていな
い

黄
0.1～0.5ｍ
×２

緑
0.5～1.0ｍ
×２

水色
1.0～2.0ｍ
×２

青・ピンク
2.0～5.0ｍ以

上
×２

1-2
土砂災害警戒区域（※

２）
入っていな
い

入っている
×２

1-3
家屋の倒壊危険度（※

３）

S56年5月
31日以後着
工・完成

S56年5月
31日以前着
工・完成

➁
本
人
の
状
態

2-1
自力での移動（用具込

み）（※４）
できる

できない
×２

2-2
意思伝達（助けを呼べ

る）（※５）
できる できない

2-3 意思疎通 できる できない

2-4 特別な医療（※６） なし あり

2-5

（2-4のうち）
電源使用が必要な医療機器
（人工呼吸器・酸素療法・吸引

機等）

なし あり

2-6 障害支援区分（※７） 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

2-7 行動点数 １０点未満 １０点以上 １５点以上

2-8
精神症状による混乱の有

無
なし

可能性があ
る

あり

2-9 危険度察知（※８） できる できない

➂
環
境

3-1 世帯状況 同居
独居
×３

3-2 世帯状況（時間帯）（※９）
終日家族と
同居

日中独居
×２

終日独居
×２

3-3
家族
介護力
（家族が
いない
場合は
記入不
要）

家族の判断力 あり なし

3-4
家族の介護度お
よび障がい認定

認定なし 認定あり

3-5
家族の自力移

動
できる できない

3-6
家族の介助で移

動
（※10）

できる できない

3-7

家族以外の支援の可否
（地域・区・自治会・親族・

近隣）
（※11)

あり なし

3-8 サービス利用状況（※12） 月半分以上 半分以下
利用してい
ない

合計

/115
リ
ス
ク

※
原子力災害時のUPZ圏内

（※13）

※１高島市総合防災マップ（風水害編）上で対象者の自宅の浸水深を確認。

※２
高島市総合防災マップ（風水害編）上で、土砂災害危険個所（急傾斜危険箇所・地すべり危険箇所・
土石流危険渓流）、
土砂災害（特別）警戒区域（急傾斜地（特別）警戒区域、土石流（特別）警戒区域）に対象者の自宅が
入っているかどうかで判断。

これらの箇所が２つ以上重なって対象者の自宅に入っていても、12点を上限とする。

※３
昭和５６年５月３１日以前に着工され、完成している建物であれば「５」とする。ただし、耐震工事を実
施済みの場合は「０」とする。

※４
区・自治会が設置する避難所（一次避難所）まで、自力で移動できるかで判断する ※能力面・機能
面を総合的に判断

※５周りの人に助けを呼ぶ手段を知っているか。助けを呼べるかどうかで判断する。

※６
点滴の管理、中心静脈栄養、透析、・ストーマ・カテーテル管理、気管切開の処置、疼痛管理、経管
栄養、褥瘡処置、人工呼吸器・酸素療法・吸引機等を使用、その他

※７ 18歳未満の方については、障害支援区分がないため、今後の見込みを想定し支援区分を判断する。

※８視覚、聴覚、知的能力を含めて察知できるかできないかで判断する。

※９終日独居とは、対象者のみの世帯。

日中独居とは、家族はいるが、1日の内対象者のみが家にいる時間帯が常に約半日以上ある世帯。

終日同居とは、対象者が家にいる時間帯に概ね家族がいる世帯。

※10家族の介護力により判断する。対象者を介護して一緒に移動できるかどうかで判断する。

※11単純にあるかなしかで判断をする。

※12月の半分以上、通所・施設系のサービスを受けているかどうかで判断する。

※13対象者の地区が、原子力災害発生時にUPZ圏内に入っているか確認する。

高島市総合防災マップP43～P44で区・自治会名を確認し、名があれば〇をする。

（点数は付さないが、原子力災害用の避難フローチャートの作成を追加するため）



検証結果
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居宅介護支援事業所のケアマネジャーの方々、訪
問看護ステーションの看護師、市職員等で実際に
優先順位チェックシートの検証を行った（7月16
日、7月21日、40名）。

◎重要視していたハザード・心身の状況・社会的孤立（独
居）や、家族の避難支援の状況を適正に点数化すること
ができた

◎高齢者でもあり障がい者でもある方について、高齢者
用と障がい者・医療的ケア児（者）用の２つのシートを作
成したが、点数が一致した（境界連結）

◎計画を作成する福祉専門職が、判断に困らないような
選択肢となった

▲何点以上をハイリスク層として、優先的に個別避難計
画作成の対象とするのか
→今年度のモデル事業の中で検討

シート種類 年齢 状態（概要） ハザード 同居・独居 点数 備考
障がい・医ケア 31知的障害A1、身体障害２級、下肢・両手指機能障害、胃ろ

う造設、要介護の祖⺟と同居 土砂災害 同居 82
障がい・医ケア 30知的障害A1、要介護の祖父と同居 土砂災害・浸水 同居 77
高齢者 80独居・在宅酸素療法・軽度認知症 浸水 独居 76
高齢者 86要介護５、認知症Ⅲ、日中独居、息子と二人暮らし、週５

日通所利用 浸水 同居 73
高齢者 66脳梗塞後遺症、胃ろう、高次機能障害、妻支援不安 浸水 同居 72訪問看護
高齢者 78高齢者世帯・夫婦とも認知症・地域の支援得られず 浸水 同居 70
障がい・医ケア 62身体障害１級・視覚障害 土砂災害 独居 70
高齢者 80週3回透析 訪問介護利用 体力なく会議所まで歩行できな

い。 土砂災害 独居 68
障がい・医ケア 94ろうあ、高血圧 浸水 独居 65訪問看護

高齢者 94ろうあ、高血圧 浸水 独居 65訪問看護（28）と同人
物

高齢者 90難聴・意思疎通困難・ADLは保たれている・認知症 土砂災害 独居 63
高齢者 70独居・身体不自由 浸水 独居 63
高齢者 87呼吸不全、心不全、在宅酸素、バルーンカテーテル 浸水 独居 63訪問看護
高齢者 66高齢者世帯・重度認知症 浸水 同居 62
障がい・医ケア 4低酸素脳症、気管切開、吸引器、胃ろう、人工呼吸器 浸水 同居 62訪問看護
高齢者 89認知症あり・混乱有・週末家族が来てくれる 土砂災害 独居 61
障がい・医ケア 43知的障害A１、身体障害２級（上肢機能障害・体幹機能障

害） 浸水 同居 58
障がい・医ケア 29知的障害A1 なし 同居 58
障がい・医ケア 7脳性まひ、気管切開、吸引器、胃ろう 浸水 同居 57訪問看護
高齢者 92要介護3・認知症あり、ヘルパー週５、通所週２回利用 浸水 独居 56
障がい・医ケア 58身体障害１級（脳性まひによる体幹機能障害） 浸水 独居 56
障がい・医ケア 73身体障害１級、上肢、下肢・体幹機能障害、要介護の⺟と

同居 浸水 同居 52
高齢者 72独居・難病・家族の支援あり 浸水 独居 51
高齢者 70高齢者世帯・妻重度認知症・夫重度難聴・子どもの支援有 浸水 同居 51
高齢者 65高齢の⺟と二人暮らし・中度認知症 浸水 同居 50
高齢者 86要支援、週1回ヘルパー利用、会議所までは歩いて行ける。 土砂災害 独居 50
障がい・医ケア 63知的障害A2 浸水 独居 47
高齢者 80高齢者世帯 浸水 同居 45
障がい・医ケア 48身体障害２級（筋ジストロフィー症）・酸素療法 なし 同居 45
障がい・医ケア 14知的障害A2、身体障害１級、移動機能障害、呼吸器機能障

害、人工呼吸器、酸素、排痰装置 浸水 同居 43
障がい・医ケア 50ALS、難病 土砂災害 同居 40訪問看護

障がい・医ケア 14難病、吸引、胃ろう、人工呼吸器 浸水 同居 38訪問看護
高齢者 83老人車歩行、要支援 浸水 独居 36
高齢者 83高齢夫婦・夫婦とも要支援・H25水害浸水地域・地域との

繋がりなし 浸水 同居 25

高齢者 78パーキンソン病（歩行に日内変動あり）、介護者抗がん剤
治療中 浸水 同居 25

高齢者 85家族と同居・要支援２ 土砂災害 同居 23
高齢者 89杖歩行、日中独居、介護サービス・他人の訪問一切拒否 浸水 同居 22
高齢者 85歩行器歩行、高齢二人世帯、要支援 浸水 同居 17
高齢者 70妻の介助で週３回透析 なし 同居 14
高齢者 89独歩（⻑距離可）、日中独居 浸水 同居 7

②個別避難計画の様式（４+１のシート）
計画の様式については、これまで障がい分野で使用してきた４つの様式（A~D）に、E）マイタイムラインと地域
のタイムラインを加えて個別避難計画とします。
当事者⼒アセスメントで使用する安⼼防災帳の完成版も必要に応じて添付します。

+
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フローチャートは当事者の方
が見てわかりやすい！

（個別支援プラン） フェイスシート

●登録者本人の住基情報 （作成日： 平成 年 月 日）

氏名
（ふりがな）

世帯主名 続柄（ ）

住所 高島市

生年月日 （大正・昭和・平成） 年 月 日

性別 男 ・ 女

連絡先

★緊急連絡先 続柄（ ）

区・自治会名

●本人の身体等の情報等

★病名

①

②

③

★主治医 医療機関名：

★服薬の有無 無 ・ 有

★感染症の有無 無 ・ 有（ ）

★アレルギー 無 ・ 有（ ）

血液型 ABO式（ ） RH式（ ）

健康保険証
国保・社保・共済・後期高齢 記号番号
（ ）

★医療機器使用

人工呼吸器 ・ 酸素 ・ 吸引 ・ 吸入 ・ 気管切開 ・バル
ン
経管栄養（ 鼻腔 ・ 胃ろう ）・ ストマ（ 膀胱 ・ 肛門 ）・ 他
（ ）

移動手段 歩行可 ・ 車椅子 ・ ｽﾄﾚｯﾁｬｰ

寝室場所 １階 ・ ２階

★コミュニケーション 会話（ 可 ・ 不可 ） ・ 筆談

身体障害

肢体不自由（ １級 ・ ２級 ）

視覚障害（ １級 ・ ２級 ）

聴覚障害（ １級 ・ ２級 ）

呼吸機能障害（ １級 ）

知的障害 A判定

★利用サービス
ヘルパー訪問 ・ ﾃﾞｲサービス ・ 訪問看護
その他（ ）

その他特記事項

★印については「災害時対応ノート」に詳細情報あり

+
※既存のアセスメントシートがある場合は、それを使用しても可とします（少しでも⼿間を省くため）

E）マイタイムラインと地域のタイムライン

+

安⼼防災帳（完成版）
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A）相談基本情報の整理
作成するもの

①避難判断フローチャート（左側）
風水害（土砂災害）・地震災害・
原⼦⼒災害時に避難を判断するフ
ローチャートの作成

②避難先マップ（右側）
⾃宅から各種災害における避難所

（避難場所）への⾏き方を記載。過
去の災害の記録やハザード状況等に
ついても記載。原⼦⼒災害時には、
屋内退避や、市外への避難のための
⼀時集合場所等を記載

③関係者連絡先
フローチャートは当事者の方が

見て理解しやすい！

高島市特有の災
害。国や滋賀県か
らも、原子力災害
に対応する個別
避難計画の取組
が求められていま

す
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B）基本情報（フェイスシート） 作成するもの

①フェイスシート
〇当事者の基本情報
当時者の住所、年齢、生年月日、連絡先、緊
急連絡先、区・⾃治会名等を整理

〇当事者の⾝体等の情報
病名、主治医、服薬の有無、アレルギー、血液
型、医療機器の情報、 移動⼿段、寝室の場
所、コミュニケーション、⾝体・知的障害の内容、
介護の内容、利用サービス等を整理

②⾃宅⾒取図
⾃宅の概要の作成（⽞関、⾞イスの置き場、当
事者の寝室、災害時の避難路等）

（B）個別避難計画 フェイスシート

●登録者本人の住基情報 （作成日： 平成 年 月 日）

氏名
（ふりがな）

世帯主名 続柄（ ）

住所 高島市

生年月日 （大正・昭和・平成） 年 月 日

性別 男 ・ 女

連絡先

★緊急連絡先 続柄（ ）

区・自治会名

●本人の身体等の情報等

★病名

①

②

③

★主治医 医療機関名：

★服薬の有無 無 ・ 有

★感染症の有無 無 ・ 有（ ）

★アレルギー 無 ・ 有（ ）

血液型 ABO式（ ） RH式（ ）

健康保険証
国保・社保・共済・後期高齢 記号番号
（ ）

★医療機器使用
人工呼吸器 ・ 酸素 ・ 吸引 ・ 吸入 ・ 気管切開 ・バルン
経管栄養（ 鼻腔 ・ 胃ろう ）・ ストマ（ 膀胱 ・ 肛門 ）・ 他
（ ）

移動手段 歩行可 ・ 車椅子 ・ ｽﾄﾚｯﾁｬｰ

寝室場所 １階 ・ ２階

★コミュニケーション 会話（ 可 ・ 不可 ） ・ 筆談

身体障害

肢体不自由（ １級 ・ ２級 ）

視覚障害（ １級 ・ ２級 ）

聴覚障害（ １級 ・ ２級 ）

呼吸機能障害（ １級 ）

知的障害 A判定

★利用サービス
ヘルパー訪問 ・ ﾃﾞｲサービス ・ 訪問看護
その他（ ）

その他特記事項
★印については「災害時対応ノート」に詳細情報あり
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C）ケアマニュアルや医療機器情報 作成するもの

①ケアマニュアル
・医療・看護、⾷事、視覚・聴覚、移

動・移乗、精神的⽀援、社会生活技
能、補装具、日常生活用具、コミュニ
ケーション、更⾐、排せつ、⼊浴等の方
法・留意点の整理、⼼⾝的状況の記
⼊等

18

D）滋賀県災害時対応ノート
（指定難病・小児慢性特定疾病等で⼈工呼
吸器、酸素、吸引器を使用されている方対象） 作成するもの

①滋賀県災害時対応ノート
医療器具や衛生材料の予備の確認、

バッテリーや予備電源の準備、携帯用
酸素ボンベの確認、バッグバブルマスク
（蘇生バッグ）の状態確認、緊急連
絡先の確認等



19

E）マイタイムラインと
地域のタイムライン

作成するもの

①マイタイムラインと地域のタイムライン
事前にタイムラインに落とし込むことによって、

当事者と⽀援者のとるべき⾏動・時期・タイミン
グが明確になり、避難の実効性が高まる。
〇マイタイムライン
（当事者と福祉専門職で作成）
当事者の住んでいる地域のハザードの確認、
避難にかかる時間、避難時の持ち物リスト
の確認、各警戒レベルにおける当事者の⾏
動の確認

〇地域のタイムライン
（当時者、福祉専門職、地域（区・⾃治
会、⺠生委員、⽀援者等）市等で作成）

各警戒レベルにおける地域の⾏動、避難の
呼びかけ、避難開始のタイミングの整理

※現在県が作成中の「しがマイ・タイムライン」の
活用も検討中

高島市における個別避難計画作成までの取組フロー

要支援者名簿の中から、ケアマネ
ジャーや相談支援専門員等が関
わっておられる方のうち、優先順位
チェックシートを用いて、計画作成
の優先度の高い方々を検討

【①計画作成対象者・地域の決定】

↓
市社会福祉課に優先順
位チェックシートを提出
し、内容を共有・確認

↓

〇本人（家族）
同意
個別避難計画
の説明
＋同意書
＋聴き取り

【②当事者・地域住民対象研修】

〇地域同意
区長・自治会長
民生委員等に
個別避難計画の
説明
+同意書
+聞き取り

これまでの取組を踏まえ、A～Eの個
別避難計画のためのシートを作成
（整理）する。
完成した計画について、市社会福祉
課へ提出。

完成した個別避難計画を、当事者、
ケアマネジャー、相談支援専門員、市
社会福祉課、区・自治会、民生委員等
へ配布し、災害時に活用いただく。

※本人および地域の同意を得るタイミングで、
当事者および地域力アセスメントについて実施
できる場合は、同時に行うことも想定

【③当事者力・地域力アセスメント】

【④地域調整会議（ケース会議）】

避難行動要支援者に対する
個別避難計画の必要性や、
地域における取組の重要性などに
ついて理解を深める。

当事者および地域の防災力の
アセスメント（聞き取り）を行い、
当事者が避難するために必要な
情報を整理する。

各アセスメントの結果に基づき、当
事者に必要な支援やその対応につ
いて、打ち合わせを行う会議。
当事者と支援者の発災時の行動を
記載した「マイ・タイムライン」と「地
域タイムライン」を作成する。

【⑤個別避難計画の作成】

【⑥防災訓練・避難訓練の実施】

作成した個別避難計画の実効性を検
証するために、防災訓練（避難訓
練）を行う。訓練実施後、計画変更
の必要性があれば、計画を修正し、
個別避難計画の完成とする。

【完成・関係者への配布】

③④を同時に行うことも想定

・・・・区・自治会の皆様（その中でも計画作成対象者の支援者や関係者）に関わっていただきたい取組・会議等



取組内容・役割分担

①計画作成対象者・地域の決定
• 要⽀援者名簿の中から、ケアマネジャーや相談⽀援専門員等が関わっておら
れる方のうち、優先順位チェックシートを用いて、計画作成の優先度の高い
方々を検討する。市社会福祉課に作成した優先順位チェックシートを提出し、
内容を共有。市は提出されたシートの内容を確認する。本⼈同意（家族同
意）および地域の同意を得られた方を計画作成の対象とする。

役割分担（案） 優先順位チェックシート 本人同意（家族同意） 地域同意

高齢分野
居宅介護支援事業所
（担当ケアマネジャー）

居宅介護支援事業所
（担当ケアマネジャー）
市社会福祉課

市（防災課・
社会福祉課）

障がい・医ケア 構成機関会議事務局（市障がい福祉課）
相談支援事業所

（担当相談支援専門員）
県保健所・市社会福祉課

市（防災課・
社会福祉課）

※必要に応じ、担当している地区担当の保健師も参加する（以下の取組についても同じ）

②当事者・地域住民を対象とする個別避難計画理解研修
・避難⾏動要⽀援者に対する個別避難計画の必要性や、地域に
おける取組の重要性などについて理解を深める。
役割分担（案） 研修会主催・補助 参加者

高齢分野
主：市（社会福祉課・地域包括支援課・防災課）
補：県（防災危機管理局）

当事者の居住している区・自治会の区
長・自治会長をはじめとする住民、自主
防災組織、その地区の民生委員、当事
者（その家族）、担当ケアマネジャー、担
当相談支援専門員、普段当事者を担当
している介助者、市社協、市等

障がい・医ケア
主：市（社会福祉課・障がい福祉課・防災課）
補：県（防災危機管理局）

③福祉専門職による当事者力・地域力アセスメント実施
・当事者および地域の防災⼒のアセスメントを⾏い、当事者が避難する
ために必要な情報を整理する。
役割分担（案） 当事者力アセスメント※必要に応じ、市も取組を補助する 地域力アセスメント

高齢分野 居宅介護支援事業所（担当ケアマネジャー）
居宅介護支援事業所（担当ケアマネジャー）
市（防災課・社会福祉課）

障がい・医ケア 相談支援事業所（担当相談支援専門員）
相談支援事業所（担当相談支援専門員）
市（防災課・社会福祉課）



④地域調整会議（ケース会議）の実施
・当事者⼒アセスメント・地域⼒アセスメントの結果に基づき、計画作成対象者
(当事者)に必要な⽀援やその対応について、平時と発災時のエコマップを作成し
ながら避難方法等について打ち合わせを⾏う。 エコマップを基に、当事者と⽀援
者の発災時の⾏動を記載した「マイ・タイムライン」と「地域タイムライン」を作成す
る。 ～会議の流れ～（例）

・主旨の説明、自己紹介
・本人の情報を共有
・地域の体制を共有（避難の流れ、防災体制等）
・災害リスクの確認（ハザードマップ、過去のエピソード、知見）
・地震災害時、風水害時、原子力災害時の避難の流れ
（避難するか否か、どこにどのタイミングで避難するか等）
・本人、家族ができないこと、助けてほしいことの明確化
・地域ができることの確認、タイムラインの作成 等

※地域の集会所や⾃宅にて開催

役割分担（案） 地域調整会議の主催・進行
マイ・タイムライン
(当事者のタイムライン)の作成

地域タイムラインの
内容検討・検討【※】

参加者

高齢分野
市（社会福祉課・防災課・地域包括支援
課）、エコマップの作成等の会議補助(居
宅介護支援事業（担当ケアマネジャー）)

居宅介護支援事業所
（担当ケアマネジャー）

地域調整会議参加者
区・自治会の区長・自治会
長をはじめとする住民、そ
の地区の民生委員、当事
者（その家族）、担当ケアマ
ネジャー、普段当事者を担
当している介助者、市社協、
市等

障がい・医ケア
市（社会福祉課・防災課・障がい福祉課）、
エコマップの作成等の会議補助(相談支
援事業所（担当相談支援専門員））

相談支援事業所
（担当相談支援専門員）

地域調整会議参加者

【※】地域タイムラインは地域調整会議参加者で内容の検討・作成を⾏い、福祉・介護専門職はマイ・タイムラインと
のすり合わせや決定事項の様式への落とし込み等を中⼼に⾏うこととする。

⑤個別避難計画の作成
・これまでの取組を踏まえ、A〜Eの個別避難計画のためのシートを
作成（整理）する。作成した個別避難計画については市社会福祉課へ
提出する。
役割分担（案） 個別避難計画の作成

高齢分野 居宅介護支援事業所（担当ケアマネジャー）

障がい・医ケア 相談支援事業所（担当相談支援専門員）

※必要に応じ、市も作成を補助する

⑥防災訓練・避難訓練の実施
・作成した個別避難計画の実効性を検証するために、防災訓練
（避難訓練）を⾏う（小規模での取組も検討）。訓練実施後、計画変更の必
要性があれば、計画を修正し、個別避難計画の完成とする。
役割分担（案） 防災訓練の実施・調整 参加者

高齢分野 市（防災課・社会福祉課・地域包括支援課）、区・自治会
区・自治会の区長・自治会長をはじめとす
る住民（実際に支援者となる方）、その地区
の民生委員、当事者（その家族）、担当ケア
マネジャー、担当相談支援専門員、普段当
事者を担当している介助者、市社協、市等

障がい・医ケア 市（防災課・社会福祉課・障がい福祉課）、区・自治会
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普段から当事者を支えるみんなが連携し災害時の避難を考える
〜研修会、ケース会議、避難訓練、防災訓練〜

⺠生委員・児童委員

福祉の専門職
ケアマネジャー
相談支援専門員等

⾏政
(防災・保健・福祉)

地域の皆様
区・⾃治会・⾃主防災組織

社会福祉協議会
(生活支援コーディネーター等)

当事者
高齢者・障がい者等

いざというときに避難を⾏うための「個別避難計画」を作るために重要な取組です。
この取組を通じ、当事者と地域(区・⾃治会、⺠生委員さん)等とのつながりの(再)構築し、
当事者の普段の生活における課題解決につながることも期待します。

26

防災と保健・福祉の連携

個別避難計画作成の取組を通じて地域を
考えるきっかけになればと考えています。

防災活動を⾏うことにより、
よい保健・福祉活動に繋がる

保健・福祉活動を⾏うことにより、
よい防災活動に繋がる

地域共生社会を目指す取組



この取組を⾏うにあたって（担当者所感）
◎関係者との連結・連携による取組推進が何よりも重要
→⾃分の所属でできることは限られていることから、素直に協⼒を求め、連結・連携して取組を進めることが重要。
そしてその方々との信頼関係の構築も重要。

◎この取組は社会から求められている取組である
→災害が頻発・広域・激甚化する日本において、ハイリスクの避難⾏動要⽀援者の避難⽀援の方法については、
これまでからも⾏政・地域・専門職の方々等において必要であると考えられてきたものの、「大変だから後回し」
「どのように対応すればいいのかわからない」等の問題があり、具体的な方法が明示されてこなかった(できなかった)。
今後はケアマネさんや相談⽀援専門員等の新たなキーマンの協⼒を得て、この取組を前に進める。

◎同志を増やす
→普段、当事者と接しておられたり、地域福祉を考えておられる担当者も災害時の取組については課題と考
えておられることから、この取組を後押ししてくれている。

◎信念をもってやり通す
→「こんなこと本当にできるの︖」「もっとほかの効率的なやり方があるんじゃないの︖」と⾔われることもあるが、
要⽀援者の避難の課題の根本的な原因の解決策がこの方法であると考え、この取組を信念をもって前へ進める

→すべては災害時に当事者の命を守るため【誰一人取り残さない防災の実現のため】27

高齢者や体の不⾃由な方、障がいのある方は普段のくらしにお
いても⽀援を必要とされていることが多いですが、災害時は普段
よりも⽀援が必要になります。
要⽀援者がお住まいの区・⾃治会・お隣近所の方々等による
地域ぐるみでの支えあいが何よりも必要です。
高島市における誰一人取り残さない防災の実現を目指し、
様々な関係者が「連結・連携」して取組を推進したいと考えてい
ます。ご清聴ありがとうございました。

この取組は国連で採択されたSDGｓ(持続可能な開発目標)にも基づく取組です



参考資料

29

・滋賀モデルの概要資料
・地区防災計画と個別避難計画の取り組みについて
・モデル事例の紹介

市町毎に滋賀モデル推進協議会(仮称)を設置し取組を推進
（当該市町（防災担当・保健・福祉担当）、社協、⺠生委員、地域包括支援センター、居宅介護支援事業所、相談支援事業所等個別避難計画作成に関わる団体等の調整の場を設置）

高齢福祉分野・障害福祉分野・医療的ケア分野の３パターンからのアプローチにて実施
①市町職員(防災・保健・福祉担当)を対象とする研修会【県主催（R3.3.26開催）】
モデル事業を円滑に実施するための必要な知識等を習得

②市町域における滋賀モデル推進協議会(仮称)の設置・開催【市町】
取組地区・計画作成対象者のリスク区分の検討、取組方針等の調整検討

③保健・福祉専門職を対象とする防災⼒向上研修【市町(県)主催（R3.6.8,9開催）】
講義（災害リスクや防災の仕組みについての講義、実践事例講義等）
演習（個別避難計画作成実践、地域調整会議の模擬体験等）

④インクルージョン・マネージャー養成研修【県主催】
境界連結者（インクルージョン・マネージャー）の育成

⑤当事者・地域住⺠を対象とする個別避難計画理解研修【市町】
計画作成対象者や地域住⺠（⾃主防災組織等）を対象とする研修

⑥当事者⼒・地域⼒アセスメントの実施【保健・福祉専門職、当事者、⾃治会など】
個別避難計画作成⽀援キット等を活用し、当事者⼒アセスメント・地域⼒アセスメントの実施
⑦個別避難計画の作成【保健・福祉専門職、当事者、⾃治会など】
当事者、⾃主防災組織、関係機関、⾏政機関等による地域調整会議（ケース会議）の開催
エコマップの作成等をもとに、「マイ・タイムライン」と「地域タイムライン」を⼊れ込んだ個別避難計画を作成
⑧個別避難計画検証のための防災訓練【市町、保健・福祉専門職、当事者、⾃治会など】
作成した計画の実効性の確認。訓練終了後、計画の評価・検討・⾒直しを⾏う
○滋賀モデル構築検討のための会議（仮称）の設置・開催【県主催】
○滋賀県防災と保健・福祉の連携促進ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ【県主催】

滋賀モデルの目的と取組の概要滋賀モデルの目的
防災と保健・福祉の取組を切れ目なく連結させることにより、市町における個別避難計画作成を推進し、県内での災害発生時における避難⾏動要⽀援者の避難対策

の促進を図る。年齢・性別を問わず、多様な主体が参画し個別避難計画作成を⾏うことにより、計画作成に携わるすべての住⺠の災害時の避難への関⼼を高め、滋賀
県の地域特性に応じた誰ひとり取り残さない防災の実現を目指すことを目的とする。

個別避難計画作成キット
「⾃分でつくる安⼼防災帳」

「災害時対応ノート」

事
前
準
備

ア
セ

ス
メ

ン
ト

計
画
作
成

・検
証

滋賀モデルの取組概要
滋賀モデルとは、避難⾏動要⽀援者のうち、計画作成の優先度を判断し、福祉専門職等による計画策定を推進する「ハイリスク層」、本⼈や家族、地域等で計画策

定を推進する 「ミドルリスク層」 「ローリスク層」に区分し、それぞれの層の方々に対して地域の実情や特性に応じた個別避難計画作成の取り組みを進めるモデル。特に、
災害時に被害者になる可能性が高い「ハイリスク層」の個別避難計画作成の標準的な⼿順を中⼼に示すモデルである。

「マイタイムライン」と
「地域タイムライン」

30推
進

体
制
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面(地区の防災計画等)の取組と
点(個別避難計画)の取組について

地区の防災計画等の中に個別避難計画の内容が盛り込まれ、「連結」した
取組になるとスーパーベスト︕両計画の作成を同時並⾏で進めたい︕

区・⾃治会⼊りしていない方
の個別避難計画

連結

連結

連結

連結 連結

連結

区・⾃治会には⼊っているけれども、
普段地域との関わりがない(希薄な)
方の個別避難計画

地区の防災計画等

・・・区・⾃治会⼊りしている住⺠

モデル事例紹介
障がい分野
場所︓高島市今津町
ハザード︓浸水１〜２ｍ、地震震度６強、原⼦⼒UPZ圏内
当事者︓Hさん

・⾝体障害者⼿帳１級（体幹機能障害）
・優先順位チェックシート 上から６番目（63点）
・独居でヘルパー等の介助が必要
・区⼊りされていない
・昨年までは災害がきたら「あきらめる」とおっしゃっていた
・今年に⼊り、普段接しておられる相談⽀援専門員さんとの会話から
災害の話になり、個別避難計画作成の本⼈同意を得られる

区⻑・⺠生委員︓防災や福祉活動に前向きな方。
災害時に区⼊りされていない方や帰宅困難者等についても、
区として⼀定対応が必要との考え方を持っておられる

10/17に開催した地域住⺠対象研修では、
個別避難計画以外の防災の話(⼀般避難所や⾷糧、区の災害備蓄品等)のことも話題にあがった
→防災担当職員とタッグを組んで区・⾃治会へ⼊ることが重要 32

（10/17地域住⺠説明会の様⼦）



計画に基づく訓練と検証

33

10/21実施の避難訓練後の振り返りにおいて、
計画に対する様々な意⾒が出ました
→やってみないとわからないことが多い
→意⾒を反映し計画の完成を目指す


